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はじめに
　韓国自動車産業は1960年代以降，生産台数の面では飛躍的な発展を続けてきたにもかかわらず，
販売部門においては未だに初期段階にとどまっている実情を見ると，今後，同部門における発展の可
能性は期待されるところが大きいと考えられる。そこで，企業間関係と情報化の進展という二つの軸
を基礎に，メーカーと販売領域との間の協力関係（企業間関係）と，メーカーと販売領域との間に見
られる情報化の進展の動き，とりわけ両者間の情報共有，意思決定などをめぐる問題に焦点をおく。
　韓国自動車産業の販売部門に関する最近の研究では，韓国自動車産業における流通構造の改善方案
についての朴健雄（1991），乗用車の流通経路におけるディーラーの協力・葛藤・成果との間の関係
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についての桂道原（1996），今後の韓国自動車の最適流通構造についてのChun　Dal－Yong（1997），
ディーラー・システムの日米韓の比較を行った権赫基（1997），そして最後に日韓自動車産業におけ
る流通チャネル政策を比較した黄圭男（1998）などの研究があげられる。これらの研究は，構造的
な側面をマクロ的な視野で取り扱ったものが多かったと考えられるが，本論文ではこれらの研究も参
照しつつ，メーカーと販売領域（直営体制とディーラー・システムを含む）との間に見られる情報ネ
ットワークの進展という側面にまで議論を進める。また，両者間における情報化の進展の動きについ
ては，生産・販売ネットワークシステムの円滑な運用に焦点を当て，生産領域と販売領域との間の情
報共有や意思決定に注目する。
第1章韓国自動車産業における販売システムの展開
　韓国自動車産業における販売システムには様々な面において後進性が表れていると考えられる。韓
国自動車産業が生産台数の面では1997年現在，世界5位という外的成長を成し遂げたにもかかわら
ず，自動車産業におけるマーケティングの側面，とりわけ販売および顧客サービス部門が未だに低水
準にとどまっている理由として二つが挙げられる1。第1は，自動車メーカー以外に自動車の販売を
担当する資金力をもつ企業がなかったことであり，第2に，自動車の需給面において需要が供給を
上回る期間が続いたため，販売とアフター・サービスを強化する必要がなかったことである。したが
って，大宇自動車が1991年に国民車政策をとるまで，韓国自動車産業ではメーカーが生産と販売を
同時に行う直営による販売システムという体制を維持してきたといえる。また，現在実行されている
ディーラー・システムも日本や欧米で行われているような新車・中古車・アフター・サービスなどを
網羅する総合サービスの提供というよりは，販売促進のための補助手段としてのみ活用されている面
が多いといえよう。このような点に着目し，ここでは韓国自動車産業における販売システムが現在に
至るまでいかに生成・発展してきたかという発展過程を検討するが，同時に日本や米国の自動車産業
におけるディーラー・システムとの差異も明らかにする。
第1節韓国自動車産業における販売システム
　自動車産業における流通経路を決定する諸要因を大別すると，図表1が示しているように，環鏡
的要因・取引的要因・需要者的要因が挙げられる（Ganesan　1994；Williamson　1975，1985，．1991；
Anderson　and　Weitz　1986）。
　まず，環境的要因は環境の可変性（volatility）と環境の多様性（diversity）という二次元で流通経
路の決定に影響を及ぼす。前者は市場状況と需要の急速な変化に伴う不確実性のことをいい，後者は
異質的で多様な源泉に起因する不確実性を示す。韓国自動車産業において前者の場合は自動車市場の
成長性の鈍化，収益性の悪化，需要を抑制する政府政策，景気低迷などの要素が環境の不確実性を増
加させる面が多かったため，流通業者の機会主義的な性向の回避と，流通経路を統制するため垂直的
な統合を行う形態である直営体制を選好する傾向がある。また，後者は，潜在的な供給者が多いほ一
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　　　　　　　　　　図表1　自動車の流通経路を決定する要因
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ど，取引の代替的存在が多いほど，そして細分化された顧客が多いほど直営体制より，ディーラー
（流通業者）を選好する傾向がある。韓国の場合，経済のグローバル化進展などの自動車市場の開放
圧力により，今後ディーラー・システムを選好する傾向が強くなる可能性がある。次に，取引的要因
から見ると，自動車3社は検索費用・切替費用・調整費用・信用形成費用などで構成されている取
引費用を節約するために直営体制を90年代初頭まで維持してきたと思われる。しかし，同産業の成
長期には問題にならなかった内部組織的な特性が競争の激化，産業の成熟に伴い，自動車メーカーに
運営上の負担になったと考えられる。特に，増加した販売管理費用，高い在庫管理費用などにより，
ディーラー・システムへの移行の必要性が不可欠になっている。最後に，需要者特性要因としては，
韓国自動車市場の開放による輸入車の増加，景気低迷によるメーカーの競争激化という自動車市場自
体の環境的要因の変化による消費者優位（中心的）への移行と，消費者の多様な価値観に伴う消費パ
ターソの多様化など環境の変化に対応するためには硬直的な直営システムよりは柔軟性が期待できる
ディーラー・システムへの移行の必要が生じていることとが指摘できる。また，製品サイクルが成熟
化している傾向をいう際，製品に対する代替需要が新規需要を上回ると成熟期として認識されるが，
韓国の場合，既に1995年に乗用車の代替需要が新規需要を上回る結果を見せている。
1．販売システムの生成・発展
　韓国自動車産業における販売システムは，内需が急速に拡大した70・80年代において，メーカー
による直営体制が定着・強化されてきたが，90年代になると，ディーラー・システムへ移行すると
いう新たな局面に入ったと考えられる2。この韓国自動車産業における直営体制の形態は，1910－20
年代の米国に存在したブラソチストアー（branch　store）と同様の形態であると認識される3。
　また，韓国自動車産業における直営体制の流通機構の役割を見ると，次のようである4。3社ごと
に名称や機能の面において若干の差はあるものの，通常メーカーにある本社の「営業本部」は流通政
策・戦略の企画および全流通経路を管理する役割を担い，「地域本部」は傘下地域の流通機関に対す
る経営・管理業務を担当している。そして，それより下の流通機関，すなわち，支店，営業所，出張
所，連絡所などの主機能は販売・顧客管理である。このような流通機関の役割は主要メーカー3社
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のすべてにおいて類似しているといえる。
　韓国自動車産業における販売システムの生成には，販売システムの出発点である生成時期，最初の
資本参加の主体，メーカーの流通戦略などにおいて，米国や日本の自動車産業とは大きな差異があっ
たと考える。1997年現在，韓国自動車の市場シェアの40％強を占める現代自動車について見ると，
同社は1968年，常務理事の下に販売部を設置し，部内組織として販売1課・販売2課・販売3課が
設けられた5。同社の流通チャネルは内部組織の部長を中心とする垂直的なチャネル，すなわち，直
営体制を1983年まで維持・発展させたと考えられる。同社は国内消費者の所得向上やモータリゼー
ショソなどがもたらした内需向けの供給拡大への対応策として，地域ごとの流通チャネル政策をソウ
ル・釜山・仁川・光州・大邸という5大都市から，衛星都市，中小都市にまで拡大する戦略をとっ
た。
　次に，約50年の歴史をも’っている起亜自動車は，自転車の生産から3輪車の生産，さらに4輪車
（乗用車，商用車など）の生産へと移行してきた。最初に生成された自動車の流通販売組織は自動車
に限定した正確なデータは知られていないものの，創業期の1940年代後半ごろ本社営業部の傘下に
ソウル3か所，地方5か所という代理店制度から出発したことが知られている6。このソウルの代理
店や地方の支店は起亜と契約を締結する形で，制限された地域内でしか販売が許されなかった7。そ
の後，60年代に入ってから3輪自動車の生産が本格化され，特e＝　T－2000の需要が急増するにつれて
本社直営の専門支店制が導入された。起亜自動車はこのような需要の急増に対応する政策として，全
国支店と営業所を徐々に増加させる形で，1994年12月にソウルの6か所の地域本部と14か所の地域
本部をあわせ総20か所の地域本部を設置し，その傘下に127か所の支店，246か所の営業所，出張所
153か所，ディーラー18か所，起亜サービス㈱8か所，企産㈱34か所など全国に586か所の営業網を
構築した8。このように現代自動車より長い歴史をもっている起亜自動車も，メーカー主導による直
営体制を中心に90年代初頭までに大都市から中小都市，さらに衛星都市へと拡大させる戦略をとっ
てきた。しかし，1997年に同社は倒産に陥り，1998年には現代自動車に買収されたことから今後の
変化が注目される。
　現代自動車，起亜自動車とともに韓国自動車のビッグスリーとされるなかでは自動車産業への参入
が最も遅れた大宇自動車も，大都市から衛星都市へと拡大する流通戦略をとってきた。1980年代の
大宇自動車の戦略は直営販売体制を敷き，販売統括担当の下に輸出部・販売1担当部（乗用車）・販
売2担当部（バス・トラック）をおいて，事務部・代理店・営業所を設置するものである9。
　このように韓国自動車産業における販売システムは90年代初頭までに直営販売体制を中心に展開
されてきたが，直営販売体制の問題点としては以下のようなものが明らかになった。第1に，メー
カーが生産と販売の両者を担当することによって生産か販売いずれかの一部門に経営を集中すること
が困難となり，特に全体販売の80％以上に達する割賦販売によって資金負担が深刻になった点が挙
げられる。第2に，中央統制方式の販売組織を管理しているため，市場の変化や需要増加に迅速に
対応できる人員の増員または削減や新規店舗の開設が難しくなった点である。第3に，直営店舗の
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新設に必要な人員拡充によって販売管理に投入する費用が増加した点である。そして最後に，中間流
通機構による在庫調節機能が存在していないため，需要が急増する際，供給不足の状態を引き起こす
可能性が高くなった点である。
　これに対して日本の場合は，米国メーカーによって先行的に形成されたディーラー・システムが，
1930年代半ぽ以降にトヨタと日産によって受け継がれ，新たに変容し続けている10。日本において
は，各県単位のテリトリーが戦前・戦時・戦後を通じて継承し，またその下でのメーカー系列別の専
売店は戦時中に配給制度下の「日本自動車配給株式会社」（日配）と「地方自動車配給株式会社」（自
配）へと転換する中で消滅したが，その時にも潜在的な系列が存在しており，戦後にはそれが再度復
活する形になった。こうして，日本の排他的系列チャネルは上述したように日本フォードと日本GM
のシステムをそのままトヨタと日産が「横取り」する形態で継承されたが，それもまた戦後における
日本経済の高度成長にともなって自動車販売市場の拡大，モータリゼーションなどという経営環境の
変化に対応するために，①メーカー数の増加，②1メーカーのチャネルの復元化一トヨタの例をあ
げれぽ，トヨタ，トヨペット，カローラ店，オート店，ビスタ店という5チャネル化，①1県内部
での1系列のチャネルの複数化一トヨタのカP一ラ店の例をあげれぽ，カローラ博多，カローラ福
岡一などの新たな条件が変更・附加されたことが知られている11。
　こうして販売組織は生成時期において米国の自動車産業が1910－20年代，日本が30年代，韓国が60
図表2　80年代の韓・日・米における自動車の販売システムの比較
響臨難鍵講難灘鎌難藤雛㌔華1鍵瀦凱罫杢鋭野’．．、び鍵講醸ぎ鷲叢1
流通販売システム メーカーの直営体制 ディーラー・システムが中心 すぺてがディーラー・システ
販売方式 訪問販売 訪問および店舗販売 店舗販売
車の所有権 メーカー ディーラー ディーラー
AISおよび部品販売AIS専担系列会社 ディーラー自体のA／S施設 ディーラー自体のAIS施設
取扱車両 1メーカーの車両のみ取扱 1ディヴィジョンの車両のみ謌ｵ
複数のディヴィジョソおよび
＝[カーの車両取扱
販売金融 メーカー自体の割賦および銀s，保険会社の金融を利用
メーカー系列の販売金融会社
ﾌ活用
メーカーグループの販売金融
?ﾐの活用
営業形態 新車販売に限定 新車販売が中心（70％） 新車販売が中心（60％）
その他の収益源 なし 中古車販売，AIS 中古車販売，A／S
広告費用 メーカーの負担 メーカーと分担 メーカーと分担
販売地域 厳格な地域区分 厳格な地域区分 地域販売制であるが，厳格でﾍない
販売体系 メーカー中心 メーカー中心から顧客中心のﾌ売へ
顧客中心の販売
顧客管理 営業社員中心 ディーラー中心 ディーラー中心
出所：朴健雄（1991），57ページ。（韓国語）
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年代に生成されたというタイム・ラグがあることが明らかになった。しかし，販売システムの形態に
おいては日本のトヨタや日産が米国のGMとフォードから流通販売体制をそのまま受け継ぐ形でデ
ィーラー・システムに直接に乗り出したこととは異なり，韓国では自動車3社すべてが資金運用の
面でメーカー以外に対象となる存在がなかった環境のため，直営体制を長期間にわたって維持するし
かなかった点が対照的であると考える。言い換えれぽ，韓国自動車産業においては，米国における自
動車産業の販売システムの生成期にあたる20世紀初頭に見られたような資金が豊富で独自性の強い
ディーラーの存在がなかった環境で，メーカー主導で独自的に販売システムを展開するしかなかった
こととして理解される。逆にいえぽ，米国のメーカーは販売システムの生成期において直営販売体制
を管理する上で生じる様々な問題点から解放され，生産部門のみに集中できたという大きなメリット
があったといえる12。図表2は80年代の韓・日・米における自動車の販売システムを比較したもので
ある。
2．販売システムの特徴
　韓国自動車産業における販売システムの重要な特徴は次のようである。
①規模（1店舗当りの従業員・販売台数）
　下川浩一（1987）によって明らかにされた日米におけるディーラーの1店舗当りの従業員数を韓
国と比較すると，韓国の方が平均的に少ない。すなわち，84年時点の日本における1拠点当りの従
業員数が22人，83年時点の米国のそれが29人であることに対し13，99年現在，韓国自動車メーカー3
社における1拠点当りのセールスマン数は，平均18－20人くらいで韓国の方がやや少ない14。そして
セールスマン1人当りの販売台数は，90年代に入ってから徐々に減少する傾向を見せている。現代
自動車の場合，セールスマンの1人当り販売台数は，現代自動車の直営店のみが存在した94年に5．8
台／月，96年に5．1台／月へと推移している。起亜自動車の場合，セールスマンの1人当り販売台数が
80年代には7－8台であったが，96年9月に4台／月の水準まで落ち込んでいる。これは91年の調査時
点で現代自動車が5．1台／月，起亜自動車が5．92台数／月，大宇自動車が4．88台数であったことに対し，
徐々に低迷傾向を見せている15。
②　マージン率
　大宇自動車のディーラーにおけるマージン確保と販売金融に対する支援などは充分に整理されてい
ない状況である。1991年現在，付加価値税を除去したマージン率が乗用車7％，商用車4．5％であり，
10－15％と推定される日米に比べて低い水準にとどまっている16。さらに，現代自動車の場合，99年
3月現在では車種全体の一律的なマージン規定ではなく，直営店のセールスマンかディーラーのセー
ルスマンかによって，また車種ごとに異なるマージンが適用されている。すなわち，直営店のセール
スマンの場合，乗用車が10～15マン万ウォン，パスなどの商用車が12～20万ウォン程度に決められ
ており（大きい車種であれぽあるほど高い金額），ディーラーの場合は3～10％に割当てられている
（軽自動車のATOZが販売価格の約10％，大型車のグランジャーが販売価格の約4～5％）。
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③賃金体系（コミッション制と固定給の割合）
　韓国自動車産業におけるセールスマンの賃金体制は，メーカーの直営店に所属している場合とディ
ーラーに所属している場合の二つに大別することができる。両者の賃金体系は，固定給（基本給）と
コミッショソの割合の面で差異を見せているが，メーカー所属の直営店に勤務しているセールズマソ
の方が固定給の割合が高いと判断される17。現代自動車の大卒新任の場合，固定給（事務職の賃金対
比）とコミッショソの割合は45対55になっている18。ディーラーのセールスマンの賃金体系を見る
と，大宇自動車の標準ディーラーの場合，固定給とコミッションの割合が20対80になっている。ま
た，販売目標を達成した際に限り2％のリベート／年程度が与えられることになっている。
④仕事の活動領域（販売・A／s・車検など）
　仕事の活動領域を見ると，主要メーカー3社ともに販売とアフターサービス（以下A／Sと略す）
に限定されており，日本で見られる販売から登録，車検までを担うマルチ・ビジネスは行っていな
い。A／Sにおいても直営店でメーカーが派遣している形（メーカー本社の整備事業部）として軽整
備などをおこなっており，整備所の形態はメーカー直営事業所，メーカーと契約を締結している直営
整備工場，部分整備業体，カー・センター（Car　Center）などに分かれている。現代自動車の場合，
99年3月現在，直営事業所23か所，現代自動車と契約を結んでいる直営整備工場が461か所，部分整
備業体が396か所，カーセンターが750か所あることが知られている19。
⑤販売地域の分割
　販売地域の分割は責任地域制（area　of　primary　responsibility）を定めており，排他的地域制
（exclusive　territorial　restriction）で運営されている日本と比較すると多少自由な営業活動が保障さ
れている。ソウル特別市などでは区，洞がテリトリーの基本単位であり，地方都市では市がその基本
単位に当る。実際に，指定されている地域内で，他地域担当のセールスマソによる営業実績があった
としても電算処理上で車輌申請の入力が不可能になっている点がその事実を裏付けている20。しか
し，より厳密にいうと，排他的なテリトリー制については分割地域の企業法人に限定されており，セ
ールスマソが知人，友人などの個人に対する営業活動は全国のどこでも制約されていない。
⑥　営業形態
　韓国におけるセールスマソの販売活動は，日本の自動車産業の主な手段として定着していた訪問販
売が主流になっている。しかし訪問販売に関しても，初めにショールームを訪問する顧客を，セール
スマンが後で訪問し成約するケースがあるなど明確な区分ができない場合もあるが，96年の時点で
訪問販売が80－90％，店頭販売が10－20％という状態になっている21。これは米国で100％，日本で
40－60％の水準に比べるとかなり低い割合であることがわかる。韓国で訪問販売が主流になった理由
としては，地価の高さなどによりショールームを設置することの経済的な負担が大きいことに起因す
ると考えられる。
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第2節　韓国自動車産業の流通の90年以降に見られる変化
　近年，頻繁な新モデル登場と頻繁なモデルチェンジなど，自動車産業の経営戦略が従来の販売成果
中心の営業戦略から顧客購買欲求を引き起こす製品戦略中心に移行しつつあり，メーカーの系列の販
売会社における活性化，積極的なディーラー・システムの導入など，自動車販売システムが急激に変
化している。本節では90年代以降，急激な変動を見せている韓国自動車産業の販売システムの現況
と今後予想される方向性を探る。具体的には90年代以降のメーカーの販売政策，ディーラー・シス
テムの構造的特徴，メーカーとディーラーと間の関係について検討する。
1．販売戦略における変化
　まず，経営環境の変化にさらされている韓国の主要自動車メーカー3社の販売戦略を検討する。
韓国自動車メーカー3社の販売チャネル戦略は様々な様相を見せている22。近年まで直営体制を堅持
してきた現代自動車は，系列販売会社を通して販売とA／Sの一元化を追求したり，98年から積極的
にディーラー・システムを導入したことが注目に値する。現代自動車が直営制を堅持してきた理由
は，製品のイメージや品質などの面において他社より優れている点があげられる。これはドイツのペ
ソツ社がこのような理由のため直営制を採択していることと同様であると考えられる。
　現代自動車は90年代に入ってからも直営店と系列会社（現代自動車サービス）という販売二元化
の流通体制を堅持してきたといえる23。しかし，同社も97年末のIMF体制下における厳しい状況の
なかで経営悪化の局面を乗り越えようとする切迫感から既存の戦略の修正を余儀なくされるようにな
った。図表3に示されているように，97年までに1か所もなかったディーラーが98年度3月で21か
所，99年3月で278か所（現代自動車158か所，現代自動車サービスが120か所），新たに設置されて
いる。ディーラーの数が飛躍的に増加していることに対し，直営店は現代自動車が247か所，現代自
動車サービスが353か所で全体的に減少していることがわかる。このディーラー・システムも規模の
格差によって「メイン・ディーラー」と「サブ・ディーラー」とに区分・管理されている24。
　しかし，同社と契約を結んでいるディーラーは，経営合理化のための本格的な改善方向性をもつと
いう意味よりは，IMF体制という厳しい経営環境を克服しようとする一時的な補完策とみる見解も
あり，今後の展開が注目される。なぜなら，実際にディーラー・システムを運用しているオーナーの
なかの多くが，現代自動車から「リストラ」された元社員であり，そうした人的繋がりを利用してい
る点が表れているためである。同社の自動車流通においては，図表4が示しているように，98年3
月現在，現代自動車の乗・商用車の全車種と現代精巧のRV（recreation　vehicle）であるギャロパー
（Galloper）とサンタモを販売しているシステムになっており，部分的には現代自動車の直営店とデ
ィーラーが販売する形をとっている。しかし，上述したように，ディーラー・システムの展開は，
99年からはより急速に進められており，今後自動車販売におけるディーラーの役割はますます大き
くなるであろうと考えられる。
　大宇自動車は他社より早い時期から本格的にディーラー・システムを導入したのが目立つ。同社は
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図表3　90年以降の韓国自動車産業における販売組織の推移
照1@流　鑑販灘懇難難．．藝 翻璽鰹点蕪 議1羅鱗、蕪雛　　～香C 　　　此@ 　．　　　　鴛 備　　　考 95年 96年 98年95年 96年 98年
現代自動車
直営営業所
ソウル・仁川全地域及び京畿道の一部地域 286 299268 511050814755
一9Aィーラー 0 0 21 0 0 33
現代精工 現代自動車サービス㈱
現代自動車の直営販売地域を除いた国内全地域 431 408 3276182 5822 5424
＊（）はGaUoperの専門販売店（41） （32） （32）632729348
直営営業所 国内全地域 510452、325 6435 6096 4602
㈱企産 領南地域の一部 37 40 一 622318一
起亜自動車 ㈱起亜サービス 湖南地域の一部 11 7 一 162 56一
＿．Aィーラー 国内全地域 45 5224152761452 1144
大田自販 大田地域 0 13 12 0103230
直営営業所 全車種販売 301253 306 2536 3494 3421
大字自動車
標準ディーラー 月30台規模の代理店　一
????????
一般ディーラー 月15台以上規模 6245425172738 6320 2809
大字重工業
合同ディーラー 3－4事業者の統合
アジア自動車
直営営業所 全車種販売Pride／1．4以上トラbク委託販売 100103 37 844693210
一9Aィーラー 全車種（トラック，パスは除く） 103 88一 377372一
三星自動車 直営営業所 国内全地域一 28 26 52 130．110 581
直営営業所 済州道を除いた国内全地域 113137107 114113271281
双龍自動車
一●Aィー
? 済州道地域の販売 1 2 一 10 19 一
注：現代自動車の場合，99年3月現在，現代自動車の直営店が247か所，代理店と呼ばれるディーラーが158か
　　所であり，現代精巧の販売とAISを担当した現代自動車サービスの直営店は353か所，ディーラーが120
　　か所である。また，セールスマソの数は現代自動車が3588名であり，現代自動車サービスが6459名である。
出所：現代自動車編（1998），63ページ。（韓国語）99年3月の現代自動車と現代自動車サービスのデータは
　　　99年3月20日現代自動車乗用車販促チームJ課長とのイソタビューによる。
韓国で初めて1991年6月に「ウリ自動車販売」を設立するが，1993年「大宇国民車」部門に吸収さ
れる。「ウリ自動車販売」は地域別にディーラーの形で二元化し，地方中・小都市を中心に構成され
た法人形態の大型ディーラーと，大都市地域に分散している個人事業形態の小型ディーラーとからな
っている。大宇自動車の内需販売を担当している同社は，ディーラー・システムの拡大（94年末，
ディーラー比率71．8％）に拍車をかけている。
　起亜自動車の流通経路は直営販売体制がほとんどであった（94年末，直営率89．4％）が，97年6
月から販売全担会社（起亜自動車販売）を設立し，新車，中古車，軽整備サービス，用品・部品販売
と顧客管理を同時に処理するトータル営業販売体制を構築した。また，内需販売戦略を地域別に差別
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図表4　90年代後半の現代自動車（現代精工）の流通販売組織
乗・商用
全車種
営業所／
ディーラー
乗・商用車＋Galloper
　　サンタモ
Galloper・サンタモ
Galloper・サンタモ
出所：現代自動車編（1998），63ページ。（韓国語）
化し，特に非効率的な販売拠点を統合し，大都市中心の専門店舗とオート・プラザを設置する予定も
ある。11メーカーが激しい競争を展開し，全体で50年以上のディーラーシステムの歴史をもって
いる日本の場合は，99年1月現在ディーラー・システムによる販売が98．8％であり，メーカーが官
庁などへ直接販売する割合が1．2％である25。さらに，メーカーから譲渡された車をディーラーは消
費者に81．7％，サービス・ショップなどの7000社に販売している場合が17，1％の割合を占めているこ
とが明らかになっている26。
2．ディーラー・システムの展開
　韓国自動車産業におけるディーラー・システムの本格的な導入は，上述したように90年代に入っ
てからであるといわれている。91年6月に大宇自動車が国民車生産に乗り出し，具体的な結果とし
て実ったのがrTICO」（スズキ，アルト・ベース）という軽自動車であった27。この車を販売する際
には，既存の流通網である直営販売店ではなく，地元資本と結んだフランチャイズ・システムを利用
した。このディーラー・システムには最初約200社くらいが組織化され，大宇自動車との連携を維持
するようになった。TICO専売のために設立された大宇国民車㈱は，93年に大宇自動車販売に吸収さ
れるとともに，軽自動車のみならず，全車種にまで対象を拡大した。図表5には大宇自動車におけ
る国民車の流通経路を示している。大宇自動車におけるディーラーシステムの状況を見ると，94年
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図表5　大宇自動車における国民車のの流通経路
出所：起亜経済研究所（1991），22ページ。（韓国語）
末ディーラー比率が71．8％を示し，他のメーカーより非常に高い割合のディーラー・システムが構築
されている状態になっていることがわかる。同社のディーラーの数は94年には約720社までに増加し
たが，その後，経営悪化の影響を受け，96年9月の時点で530社までに減少するようになった。ま
た，同社のディーラーの形態を見ると，「標準ディーラー」と「一般ディーラー」がある28。「標準デ
ィーラー」とはセールスマンが約7－8人であり，軽整備ができるアフターサービスの機能を有して
いる場合であり，「一般ディーラー」とはショールームやアフターサービス機能も持たない零細規模
のディーラーのことを示す。
　起亜自動車とアジア自動車も92年にディーラー・システムを導入したが，内容として起亜自動車
が利川・平沢・忠洲などの3地域に，アジア自動車が部分的に一定地域に軽商用車の販売を試した
という。さらに，起亜自動車は94年末に97年6月から販売を専担する会社である起亜自動車販売を
設立した。
　しかし，全体的に韓国自動車産業に見られるディーラー・システムは，日本や欧米で形成されてい
るそれとは三つの面で大きく異なる特徴をもっているという29。第1に，いわゆる「委託販売」とい
う制度であり，ディーラーが新車在庫を持たない点が指摘される。これは日本で見られるOES，す
なわち生産と販売の連携による見込み生産が困難であることを意味する。このような事情からディー
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ラーも展示用に車を2－3台しか持たずに，在庫管理においては，ほとんどメーカーに依存する状況
におかれている。したがって，上述したようにメーカーの資金繰りの悪化，ディーラーの独立性の確
保という問題は解決できない面もある。第2に，ディーラーの資本の脆弱性と経営能力の不在とい
う問題があげられる。現代自動車の例を見ると，この問題は，既に80年代半ぽごろ豊富な資金力を
もっている資産家あるいは企業からディーラー参加への要請が殺到し，自社以外の資金を利用したデ
ィーラー・システムの構築のチャンスが訪れたこともあるという例もしばしぼ語られている。しか
し，なぜ，現代自動車が当時のそのような外部の要求に反応しなかったかという疑問に対しては，根
拠あるデータは提示できない。ただし，推測できるのは，当時，輸出と内需という両面において順調
な成長を成し遂げていた環境要因から｝同社のディーラーに対する経験や認識の不足，新しいデa一
ラー・システムづくりへの負担がディーラー・システムの構築を妨げる否定的な影響を及ぼしたので
はなかろうかということである。第3に，ディーラーのマージン率の低さなどが大きな原因である
と認識される。これは大宇自動車におけるマージン率を例にあげることで明らかになると考えられ
る。大宇自動車におけるAディーラーのマージン率は，乗用車7％，商用車4．5％であるが，これは
日本や欧米での10－12％にはるかに至らない水準にとどまっている。さらに，韓国におけるいわゆる
rIMF体制」以降ではより低くなっているマージソ率が報告され，今後この問題の解決が至急要求さ
れる。実際に，韓国では割賦融資のみがメーカーの主要な収入源であったが，今後はメーカーあるい
はディーラーと総合金融会社との間の連携によるより柔軟な資金運用が要求される。
3．　メーカーとディーラーとの間の関係
　韓国自動車産業におけるメーカーとディーラーとの間の関係には以下のような特徴がある。
①契約期間
　メーカーとディーラーとの間の契約期間について文書上に記入されている契約期間は，大宇国民車
のディーラーが1年，現代自動車のディーラーが2年という少々異なる態様を見せており，更新は2
社ともに可能になっている30。しかし，契約期間については形式的な意味だけに流されており，実際
にはディーラー側が一方的に契約期間中に販売を中止したりする事例がしぼしば知られている。言い
換えれぽ，この問題はまたメーカー側のディーラー・システムのマネジメソトの未熟さと，部分的に
は委託販売という問題から生じたといえる。
②取扱品目の範囲と数（並売か専売か，国産車か輸入車か）
　ここでは，ディーラー・システムの運用において最も長い歴史や，ディーラーの多様性が許される
米国の販売システムと対比しつつ，韓国自動車ディーラーの特徴を検討する。塩地洋（1991）によ
れぽ，米国自動車市場では，①オーナーの所有レベルにおいて単一のディーラー（フランチャイズ
権）しか所有できないか，複数のディーラーを所有できるかという区分がある。前者をシングルポイ
ソト・ディーラー（single　point　dealer），後者をマルチ・ディーラー（mUlti　dealer）という31。また，
彼は1ディーラーニ1店舗（営業所）のレベルの次元において，単一のフランチャイズしかもたない
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か，複数のフラソチャイズ権をもち，複数のフラソチャイズの銘柄（dimension）を販売できるかに
よって，前者を「専売ディーラー」（exclusive　dealer），後者を「併売ディーラー」（dual　dealer）と
区分した32。
　この区分を基準に，大宇国民車のディーラーにおけるメーカーとの契約内容を見ると，①の所有レ
ベルにおいては，販売店設置条項に「既存販売店以外に第2の販売店設置は不可」と銘記され，シ
ングルポイソトが主流になっていることがわかる。また，②の専売ディーラーか併売ディーラーかと
いう区分については，91年に「他社と製品の営業は不可」と銘記されていた条項が96年の時点で削
除されていることが明らかになった33。しかし，実質的にはほとんどディーラーが専売をしているこ
とから，メーカーがディーラーに対してなんらかの「圧力」をかけているか，もしくはディーラーオ
ーナー側が単一の国産メーカーと取引関係を維持することが利益に繋がっているという二つの推測が
できるが，未だにこれに対する明確な根拠は示されていない。したがって，韓国自動車産業について
は図表6が示している区分のなかで，シソグルポイソトでありながら専売ディーラーである状態が
ほとんどであることはいえる。
　日本の場合は，99年1月ではディーラー数がトータルで3520であり，営業拠点数は17336か所とな
っている34。すなわち，1ディーラーが平均4．9か所の店舗を所有していることがわかる。すなわち，
オーナーの所有レベルにおいては「マルチ」（multi）であることがわかる。さらに，1ディーラー
＝1店舗のレベルにおいては，複数のフラソチャイズ権を持つことができない点では専売ディーラー
であることがわかる。したがって，日本のディーラー・システムは「マルチ」でありながら専売ディ
ーラーの形をとっていることが明らかになった。
図表6　米国のディーラーの区分
Multi一
Single
point
出所：塩地洋（1991），176－179ページを再整理。
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③　経営の自立性
　メーカーのマーケティソグ政策が全般的にディーラーに浸透している日本，ディーラー自身の経営
能力のみに依存する傾向が強い米国という両国に比べ，韓国のディーラーは，ディーラー経営の歴史
の浅い展開から予想されるように過渡期的な局面に入っていると考える。すなわち，90年代に入っ
てからメーカーの直営体制からディーラー・システムへの移行過程に入ったと考えられる韓国自動車
産業では，資金や経営面においての脆弱さで苦しんでいるディーラーと，直営販売体制を堅持してき
たメーカーとの間に様々な葛藤が生じていると考えられる。上述したように，生成の初期段階から優
れた経営能力と資金力をもって出発した日米とは異なり，70年代以降，長期間にわたって緩やかに
形成・発展してきた直営体制を急に変えることは困難であると判断される35。
④メーカーのディーラーへの支援（資本関係，経営指導）
　図表3が示しているように，韓国自動車産業においては経営環境の変化とともにディーラー・シ
ステムが徐々に浸透している。しかし，98年の時点で既に起亜自動車の415か所，大宇自動車の517
か所のディーラーの不満は非常に高いといわれている。実際に大宇自動車と起亜自動車のディーラー
がそれぞれ95年と96年に「全国ディーラー連合会」を結成し，ディーラー・システムの改善，ディ
ーラーへの経営支援を要求したことが報告されている36。しかし，初期はディーラーに対する金銭的
な支援はなかったが，最近では看板，インテリア，賃貸保証金の融資などが行われるケースが報告さ
れている。これは日本や米国で見られる先進型のディーラー・システムの形成基盤となる三つの要
件，つまり，自動車領域部門における豊富な経験と知識，営業店舗および人員，車両在庫などを確保
するのに必要な資金力，そして新車販売，中古車流通およびA／Sなどを有機的に連携できる組織力
と情報力など一が欠如していることに起因する面が大きいと判断される。
⑤　開放化
　さらに，韓国自動車産業では外国車の輸入が開放されるにつれて，少々ながらも変化が起こりつつ
ある37。図表7が示しているように，1991年の流通市場の1次開放以降93年までは輸入車の販売台
数が国内販売台数のわずか0．28％に過ぎなかったのが，94年からは輸入車の市場戦略が本格化される
につれ，内需販売が急速に増加する傾向を見せている。
　国内の販売網を通して自動車販売を行っている海外メーカーは，国内自動車メーカーの販売網，輸
入代理店，グレー・インポーター（grey　importer），韓国内現地法人などの多様な流通経路を利用し
て韓国内市場に浸透している38。国内メーカーの販売網を外資が利用する形態は，起亜自動車が米国
図表7　韓国自動車市場における輸入車販売実績
難年撫鰭．窟多鱒9㌘　　　歪彫賊 ，1欝　　　避 　　’懸、?????? 　　撒　鰹餐浮X簿、 鋤、@圭993　　勢轟「?¥9無 1臨 1i雛、 騨騨P997
販売台数 1414243617991821197938676921103158136
市場占有率 0．18 0．25 0．16 0．26 0．28 0．32 1．20 1．60 0．53
出所：現代自動車編（1998），17ページを修正。（韓国語）
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のフォード車を輸入し，販売しているケースである。
　輸入車代理店の大部分は，韓国の財閥などの大企業が自動車の輸入許可を得た形態で販売するケー
スであり，ヒョソン（Audi，　W），ウ〃（Chrysler），ジンセ貿易㈱・イソチケイフ（トヨタ）な
どがこれに該当する。グレー・インポーターは韓国の輸入商が外国のディーラーから直輸入して自身
の直営展示場を通して販売するケースを指し，セキョソ（Volvo）ハンソン（Benz）などがこれに当
る。そして最後の韓国内販売法人は外国メーカーが直接に自動車を輸入して国内ディーラーに供給す
るケースであり，BMWコリア（BMW）などがその具体的な例である。
第2章　韓国自動車産業における販売システムと情報化の進展
　韓国自動車産業における販売システムの形成過程・販売活動領域に対する主要メーカー3社の戦
略などについての以上の検討により，現在，メーカーの直営体制からディーラー・システムへの移行
に進められている過渡期的な様態を見せていることが明かになった。本章ではこれをもとに，韓国自
動車産業における販売システム，なかでもメーカーとディーラーとの間の協力関係を中心に，情報化
の進展の動きを明らかにする。
第1節　販売組織における情報システムの構築
　現代自動車の場合，生産と販売との間の情報交換手段として，Inter　Link　327（と　NotesというVan
形式の企業間情報ネットワークが同時に使用されている39。前者のInter　Link　3270はHINT
（HYUNDAI　Information　Network　Techno－System）という名前で呼ぽれ，主に会計管理，国内販
売，販売統計，人事管理，統合顧客管理などの情報を直営店が閲覧できるシステムであった。しか
し，前者はデータ容量の不足，営業所での割賦金の処理問題，本社への送金問題，メーカーの本社と
の双方向で協調文・公文などを情報交換できるシステム上の技術的な問題一などを解決できるNotes
に代替されている。
　大宇自動車はD－Top方式の情報システムが直営店とディーラーとの間に構築されているが，導入
時期としては80年代後半であることが知られている40。同社も現代自動車のものと同様にX－doc方
式の一方向から双方向への情報伝送が可能になったことが大きな進展であるという。同社においては
車輔の生産現況が生産工場の工程と連結され，現時点の車輌の制作プロセスをモニターできるように
なっている。つまり，車輔の生産過程が数値として表れ，顧客の契約コード・ナソバーで出庫予定状
況を確認できるようなシステムになっている。これはD－Top方式が構築された以前には顧客の出庫
を確認するため，営業所から本社の契約出庫担当者に電話で確認する不便さが存在したのに対し，そ
れが除去できたという成果として理解できる。このような情報ネットワークの構築に伴う成果として
は，業務の迅速な処理，支店別のパスワードの仕様による業務領域の分離，情報の正確な伝達，業務
のシステム化・マニュアル化による業務処理の単純化などが挙げられる。しかし，地域電話局の事故
が発生した場合，業務自体が麻痺状態になってしまう短所があるという。
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第2節販売システムと情報ネットワーク
　生産・販売ネットワークの進展における究極的な姿として，原材料の購入から製品開発，生産，販
売における全ての情報を統合的な管理ができるシステムであるSCM（Supply　Chain　Management）
を挙げることができる41。しかし，実際の日本の自動車産業においては，メーカー主導による排他的
ディーラー・システム，すなわち長期継続的な関係を前提とする「硬い連結（tight　coupling）」の水
準にとどまっていることを明らかにした。一方，韓国自動車産業では，上述したように，メーカー主
導の販売体制を堅持するなかで，近年ディーラー・システムへ移行する段階にあり，日本で長年構築
されてきたOESの体制も整っていないと考えられる。その背景を，日本の自動車産業に見られる
OESにおける運用の必要条件を基準に検討する。
　まず，下川浩一（1986）によれば，OESの運用に当たって期待される効果には，納期短縮在庫
リスク減少などがあり，この重要な手段にはメーカーとディーラーとの間の頻繁な情報のやりとりが
あるという。しかし問題点としては，メーカーとディーラーとの間で得られる在庫削減の効果をいか
に均等に配分できるかということがあげられる。さらに，OESに影響を及ぼす要因としては，メー
カーの車種構成，多仕様化の内容，生産システムフレキシビリティの度合い，商品開発戦略（例え
ぽ，フルラインメーカーか，あるいはスペシャルリストメーカーかという戦略的選択），商品の市場
性等々があるという。
　これらの条件を基準に，韓国自動車産業に見られるメーカーとディーラーとの間の関係を見ると，
OESの運用がなされていないと考えられる。その理由は，韓国自動車産業のトータル・システムの
脆弱性にあると考えられるが，それを生産活動領域と販売活動領域別とに分離して考察すると，次の
ようである。
　第1に，生産活動領域から見ると，多品種・多仕様生産に対応できるようなフレキシブルな生産
システムが構築されていないことである。言い換えれぽ，前章にも指摘したように，この問題は実際
需要が確認できる時点で「月間オーダー」，「デイリー変更」など，ディーラーとの頻繁な情報交換に
よって仕様・オプションなどを変更できる工程管理がなされていないことにほかならない。メーカー
の戦略自体が内需よりは海外への輸出戦略に重点をおいた少品種・大量生産システムからリーγ生産
へ移行する過渡期にある点，メーカー主導で構築されてきた販売システム（日米に見られるディーラ
ーの不在）などは看過できないであろう。
　第2に，ディーラーの経営・管理能力の問題である。これは優れた資金運用能力・経営管理能力
をもつディーラーが存在しないために，メーカーとディーラーとの間に期待される協調関係が生まれ
ないことである．。前述したように韓国自動車産業のディーラーは，性格自体が日米のものと異なって
いる。すなわち，日米において行われている出庫とともに譲渡される所有権は，韓国においてはメー
カーにある点である。実際に，韓国自動車産業はディーラーの販売に対する責任感が欠如する理由を
多くもっている。これが韓国においてディーラー・システムの定着につながらない原因として認識さ
れる。また，これらの状況はOESの運用に必要な需要予測や需要変動に伴うディーラーとの頻繁な
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情報のやりとりを円滑に進めるのに大きな障害となっていると考えられる。これを裏付けるものとし
て，現代自動車の場合，需要予測がディーラーとの情報のやりとりに基づくものではなく，メーカー
本社によって一方的になされていることが知られている42。これは需要変動に対応できるフレキシブ
ルな生産システムの未整備と，ディーラーの役割として期待される需要予測機能の不在，需要変動時
の調整機能が働かない状態との絡み合いにより，メーカー主導の一方的な展開として進められている
ことを意味する。
　第3に，ディーラー側の需要予測機能の不在である。現代自動車の場合，図表8が示しているよ
うに，商用・乗用車の販促チーム，販売システム・チーム，生産計画調整チームという3極体制で，
需要予測に基づく生産計画・生産計画の調整・生産計画の確定などの業務を遂行している。さらに，
これら3極体制の三つのチームによってなされている需要予測も需要変動をある程度反映してはい
るものの，実際の需要変動に伴う車両・仕様の生産量と種類の変更ができる体制にはなっていないこ
とが問題としてしぼしぼ指摘されている。同図表が示しているように，生産計画は，乗・商用販促チ
ームと販売システム・チームという本社3部門間の連携で策定されており，需要予測の方法として
図表8　現代自動車の生産計画
商用運用テーム
小商用販促チーム
大商用販促チーム
販売システム・
チーム
生産計画調整
チーム
?
①販売現況分析及び基礎データ作成
・週間優先条件車種管理
・ConV及びB／out車種管理
・販売仕様別工場管理
・車種別計画管理（月計画物量入力
チェック）
火
③週間計画作成
澗計画作成
・純粋B／order検索
及び調整
・週間計画段階別調整
⑥週間計画販売部門間合せ
・間計画類型別間合せ
・週間計画日付別間合せ
・週間計画カラー別間合せ
・週間計画オプション別間合せ
・週間生産の投入詳細問合せ
再作業の可否判定
水
OK？
②需要予測基礎データ生成
・月計画残量算出
・優先条件Con　V及びBlout算出
・粋B／order算出
⑤週間計画の制約条件の反映
・需要予測，最終バランシング
・ライン選定，平準化，教養ライン
の適用
・W／order別日程計画展開
⑦週間計画SAM・F生産計画
チームへの発送
・週間計画データ
　輸出
オーダー
④週間計画用の制約条件の入力
・工場キャパ及びライン条件
・資材の制約条件等々
⑧内需／輪出
週間計画の確定
・週間計画の仕事
別データの確定
出所：現代自動車の内部資料
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は，加重移動平均法と回帰分析法（最小二乗法）のなかから選択されているという43。同自動車にお
ける販売仕様の段階別の需要算出及び調整過程を見ると，次のようである。　　　　’
　①車種単位（仕様2桁）→②エンジン及びトランスミッション単位（仕様5桁）→③オプション単
位（仕様8桁）→④F／spec単位（仕様10桁）という順に需要予測及び生産計画が調整される。
　以上のように，韓国自動車産業では上記の要因などによって日本で見られるOESの運用は未だに
行われていないことが明らかになった。
　しかし，同産業における情報ネットワークの構築に伴う効果には，顧客の入金の迅速な確認および
処理，作業員によるデータ入力の手作業などから生じたミス・修正作業の減少，割賦カードの作成減
少，毎日の会計処理の減少などが挙げられるが，これらは業務自体の電算システム化に伴って専門的
な知識がなくても業務が迅速に進行できることに起因すると考えられる。また，上述したように，近
年メーカーの戦略によってディーラーの数が増加している傾向を見せているが，ほとんどのディーラ
ーがメーカーとの間で企業間の情報ネットワークによって情報交換を行っている。これを韓国自動車
産業が短期間に急激な成長を成し遂げる際に，メーカー側の経営陣が短期間に効果を発揮することが
できた戦略として外国からの新技術を選好したことと同じ脈絡で見ると，これには不安定なディーラ
ー・ Vステムを情報システムによって整備しようとする狙いがあることも看過できないであろう。
おわりに
　本論文では，韓国自動車産業における販売体制が，80年代までのメーカー主導の直営体制から，
90年代以降，現代・起亜・大宇自動車を中心に急速にディーラー・システムへ移行していることを
明らかにした。また，この状況において日本に見られるOESは未だに韓国自動車産業では構築され
ておらず，ディーラーの経営・資本の脆弱性，多品種・多仕様生産に対応できるフレキシブルな生産
システムの未整備，メーカーとディーラーとの双方における需要予測の精緻度の低さなどが今後の課
題として残されていることを明らかにした。
　さらに，メーカーとディーラーとの間に構築されている情報ネットワークにより，顧客の入金の迅
速な確認および処理，作業員によるデータ入力の手作業などから生じたミス・修正作業の減少，割賦
カードの作成減少，毎日の会計処理の減少などの効果が表れていることが明らかになった。これは韓
国自動車産業が短期間に急激な成長を成し遂げる際に，メーカー側の経営陣が短期間に効果を発揮す
ることのできる戦略として外国からの新技術を選好したことと同じ脈絡で見ると，不安定なディーラ
ー・ Vステムを情報システムによって整備しようとする狙いがあることを示している。
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